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序論：AIトランスフォーメーション（AX）時代の知的財産マネジ
メントと企業競争力の源泉 
2026年3月23日、リーガルテック株式会社は同社の知財AIプラットフォーム「Tokkyo.Ai」において、知
財業務の判断プロセスを可視化し、次世代知財人材の育成を強力に支援する新たな「AIエージェン
ト機能」の提供を正式に開始した1。本発表は、単なる知財管理ツールの漸進的な機能拡張にとどま

るものではない。日本企業が長年にわたり抱え続けてきた「知財業務の極度な属人化」という構造的

かつ致命的な課題に対する、生成AIおよび独自の高速データ処理アルゴリズムを活用した本質的な
解決策の提示であり、極めて高い戦略的意義を内包している3。 

現代の企業経営を取り巻く環境は激変しており、企業価値の源泉は工場や設備といった有形資産

から、技術、データ、ノウハウ、ブランド、そして特許をはじめとする知的財産権といった無形資産へ

と完全にシフトしている。事実、日本政府の国家戦略である「知的財産推進計画2025」においても、
我が国のイノベーション競争力の長期的な低落傾向に対する強い危機感が示されており、2035年ま
でに日本市場（日経225）の時価総額に占める無形資産の割合を現在の水準から50%以上に引き
上げるという野心的なマクロ目標が掲げられている5。この「IPトランスフォーメーション（IPX）」という基
本認識の下、無形資産の戦略的創出と活用は、単なる企業単位の目標を超え、国家レベルでの至

上命題となっている5。 

しかしながら、その無形資産を創出、保護、そしてマネタイズする最前線である企業の知的財産部門

においては、特許文献の検索、先行技術との差異評価、そして出願可否の最終判断といったコア業

務が、長らく一部のベテラン担当者の「経験」や「勘」に依存する暗黙知の領域に留まってきたのが

実情である1。発明の種が日々生まれ、グローバルな競争環境において迅速な事業判断が求められ

るAI Transformation（AX）時代において、この属人的でブラックボックス化された判断体制は、イノ
ベーションの速度を著しく阻害するボトルネックとなっている1。 

本研究レポートは、リーガルテック社が新たに発表した育成支援AI機能の技術的メカニズムとアーキ
テクチャの独自性を解剖し、それが既存の知財業務プロセスにどのような不可逆的なパラダイムシ

フトをもたらすのかを網羅的に分析する。さらに、本機能が「知的財産推進計画2025」が志向するマ
クロ政策の方向性や、急拡大を続けるグローバルなナレッジマネジメントおよび知財AI市場のトレン
ドとどのように呼応しているかを検証する。最終的に、企業が知財部門を従来の「コストセンター」か



ら「プロフィットセンター（価値創造装置）」へと再定義するための戦略的示唆と、次世代の「IPストラテ
ジスト」育成に向けた処方箋を提示する7。 

第1章：知財業務における「属人化」という構造的課題と育成の
限界 
知財担当者の特殊な配置構造とOJTの限界 
多くの日本企業、特に製造業やテクノロジー企業において、知財部門の担当者は最初から知財の専

門家として採用されるわけではない。多くの場合、研究開発部門からのローテーション人事や、法

務・総務部門との兼務によって配置されるケースが散見される1。知的財産業務は、最先端の技術動

向に対する深い理解と、特許法や審査基準（新規性、進歩性の判断基準等）に関する複雑な法的知

識の双方を同時に要求される、極めて専門性の高いクロスオーバー領域である。 

しかし、企業内においてこれらの判断基準が体系的に明文化されているケースは稀である。結果と

して、若手担当者や他部門からの異動者の育成は、個人の裁量に委ねられた経験の蓄積や、「OJT
（On-the-Job Training）という名の、ベテラン担当者の背中を見て学ぶ徒弟制度」に過度に依存せざ
るを得ない状況が続いていた1。ベテラン担当者がどのような思考回路を経て特定の特許文献を重

視し、あるいは軽視したのか、その基準はマニュアル化することが極めて困難であったためである。 

組織的記憶の喪失（Knowledge Loss）と経営リスク 
この属人化の連鎖は、企業にとって看過できないリスクを内包している。高い専門性を持ったベテラ

ン人材の定年退職、転職、あるいは社内異動に伴い、彼らの頭脳の中にのみ存在していた高度なノ

ウハウや判断基準が組織から完全に失われる「組織的記憶の喪失（Knowledge Loss）」が頻発して
いるのである3。 

特に現代は、研究開発のスピードが加速し、AI技術の進展によって発明候補の絶対数が爆発的に
増加している。発明抽出の精度やスピードが個人の経験や技術理解度に大きく左右される現状で

は、企業内で安定的に質の高い特許を創出する体制を維持することは困難である8。判断の遅れは

そのまま出願の遅れに直結し、先願主義を採用する現代の特許制度の下では、致命的な機会損失

（特許化の機を逃すこと）や競合他社への劣後を意味する9。リーガルテック社の平井智之社長が指

摘するように、再現可能な知財判断体制の整備は、企業がAX時代を生き抜くための必須条件となっ
ている1。 

第2章：新機能「育成支援AIエージェント」の技術的解剖と価値
提案 
「思考プロセスのデータ化」という革新的アプローチ 
リーガルテック社の「Tokkyo.Ai」プラットフォームに追加された育成支援AIエージェントの最大の革新
性は、これまでブラックボックス化していたベテラン担当者の「思考プロセス」そのものをデータとして



抽出し、整理し、可視化・構造化する点にある3。単なる文献データの検索システムや出願期限の管

理ツールとは一線を画し、人間の知的作業の軌跡をシステム上に固定化する試みである。 

具体的には、知財業務の根幹をなす以下の3つのステップにおいて、暗黙知の形式知化（構造化）
が実行される3。 

第一に、「特許検索プロセスの構造化」である。ベテラン担当者が新しい発明提案書を受け取った

際、どのような技術的観点から検索の切り口を見つけ、どのような検索キーワードや論理式（シソー

ラスの拡張、IPCやFI、Fタームといった特許分類の最適な組み合わせ）を構築したか、その探索の軌
跡をシステムが精緻に記録する3。 

第二に、「技術評価の構造化」である。検索によって抽出された膨大な先行技術文献の中から、担当

者がどの文献のどの記載箇所を「ノイズ」として除外し、どの箇所を自社技術に対する「本質的な障

壁（あるいは回避可能な差異）」として高く評価したのか。この重み付けのロジックや評価基準を可視

化することで、文献の重要度判断のプロセスが共有可能となる3。 

第三に、「出願判断の構造化」である。先行技術調査の結果を踏まえ、最終的に自社の発明を特許

として出願すべきか、ノウハウとして営業秘密のまま秘匿すべきか、あるいは他社の権利化を防ぐた

めに防衛的公開（防衛出願や論文発表）に留めるべきかという、高度な経営的・戦略的意思決定の

根拠を明確化する3。 

 



 
 
説明可能AI（Explainable AI: XAI）による「なぜ」の教育的価値 
本機能の中核的な価値は、AIが単に「特許性あり」や「特許性なし」という二値分類のブラックボック
ス的な判定を下すのではなく、「なぜその判断に至ったか」という論理的根拠（Explainability）を言語
化し、人間が理解可能な形で提示する点にある2。 

知財業務においては、生成AI特有のハルシネーション（もっともらしい嘘）や根拠不明な出力を鵜呑
みにすることは、特許侵害や無効審判のリスクを増大させ、致命的な経営リスクをもたらす。同社の



機能は、自社内の特許、過去の契約書、出願書類、競合情報といった確かなグラウンド・トゥルース

（正解データ）を根拠として用いるRAG（検索拡張生成：Retrieval-Augmented Generation）技術を
ベースにしており、情報のソースを確実に証明できる「ガバナンスAI」としての要件を満たしている10。 

若手担当者は、AIが提示した「ベテランの思考の軌跡」と「論理的根拠」をなぞり、自らの判断と照ら
し合わせることで、擬似的な追体験学習を行うことができる1。これにより、属人的な経験に依存して

いた「経験依存型」の業務が、組織全体で標準化された「再現可能型」の業務プロセスへと転換され

る3。これは、野中郁次郎氏らが提唱したナレッジマネジメントにおけるSECIモデル（共同化・表出化・
連結化・内面化）のサイクルを、AIの力で高速かつスケーラブルに回転させる画期的なアプローチで
あると言える。 

第3章：知財AIプラットフォームを支える技術基盤と製品エコシ
ステム 
リーガルテック社の取り組みは、単一の育成機能のリリースに留まらない。同社は自らの事業領域

を従来の「法務IT企業」から「知財AI専門企業（Intellectual Property AI Integrator）」へと再定義し、
特許、商標、著作権をはじめとする知財業務の全フェーズを網羅する「無形資産プラットフォーム（

Intangible Asset Platform）構想」を推進している7。 

「Xシステム」による高速処理とスケーラビリティの確保 
これらの高度なAIプラットフォーム群の根底には、「Xシステム」と呼ばれる独自の高速データ処理ア
ルゴリズムが稼働している12。知財業務においては、世界中に蓄積された数億件におよぶ特許公報

や、論文、技術レポートといった膨大な非構造化ビッグデータをリアルタイムで処理する必要がある。

「Xシステム」は、この巨大なデータセットに対する検索・解析プロセスにおいて、応答時間を極限まで
短縮する高いスケーラビリティを備えている12。また、AIアルゴリズムとの統合が容易なアーキテク
チャを採用しており、インフラコストを抑えながらも高度な予測・分析環境の提供を可能にしている。 

無形資産プラットフォームを構成する三位一体のプロダクト 
同社は知財のライフサイクルを「創出（Create）」「保護・分析（Protect/Analyze）」「活用・共有（
Use/Share）」の3つのフェーズに定義し、それぞれに特化したAI製品をシームレスに連携させて一気
通貫の支援を実現している7。 

 

プラットフォーム名 対応フェーズ 主な機能と役割 技術的特徴 

IPGenius 創出 (Create) 研究ノートや実験ロ

グから発明の核心

（課題・解決手段・効

果）を自動抽出し、構

非構造化データの自

然言語処理、発明

テーマの自律的発見
8。 



造化する。 

Tokkyo.Ai 
(MyTokkyo.Ai) 

分析・保護 
(Analyze/Protect) 

発明候補と既存特許

の比較、技術ポジ

ション分析、新規性・

進歩性の評価、類似

特許の監視。 

RAG技術、育成支援
AIエージェント、判断
プロセスの説明可能

化3。 

リーガルテックVDR 共有・活用 
(Share/Use) 

技術文書や発明資

料を安全な仮想デー

タルーム環境で一元

管理し、部門間や外

部専門家と共有。 

セキュアなアクセス

権限管理、バージョ

ン管理、証拠保全機

能8。 

第一の「IPGenius」は、企業内に分散し、埋没しがちな研究ノート、実験記録、設計メモといった“暗黙
知の宝庫”を横断的に解析する創出基盤である8。技術者が特許の書き方を熟知していなくとも、AI
が記述内容から技術的課題や解決手段を抽出し、発明ポイントを構造化して明細書のドラフト（発明

メモ）を自動生成する。これにより、出願の機会損失を劇的に防ぐことが可能となる9。 

第二の「Tokkyo.Ai」は、育成機能が実装された中核的な分析基盤である。IPGeniusで抽出された発
明候補と、グローバルな既存特許データベースを比較照合し、差別化ポイントの整理や技術ポジショ

ンの明確化を行う8。 

第三の「リーガルテックVDR」は、これらの一連の知財情報を社内外のステークホルダーと安全に共
有・検討するための基盤である8。研究開発部門、知財部門、事業部、さらには外部の弁理士事務所

が、高度なセキュリティとガバナンス（アクセス履歴の追跡など）を担保した状態で、発明のブラッシュ

アップや権利化戦略の策定を共同で行うことができる10。 

業界別ドメインへの深耕とユースケースの拡張 
さらに同プラットフォームは、汎用的な言語モデルの提供にとどまらず、特定業界のドメイン知識を組

み込んだ専用モデルとしての展開を加速させている。生成AIの初心者が的確な出力を得られるよ
う、製薬、機械、バイオ、大学といった業界ごとの標準テンプレート（手順書、マニュアル）や、知財業

務に最適化された「専用プロンプト集」が実装されている10。 

具体的なユースケースとして、医療・生命科学分野を扱う公的研究機関においては「AI IPGenius on 
IDX」が導入され、過去の膨大な成果報告書、中間・事後評価書、委員会資料などを横断的に解析
し、政策検討のための論点整理や共通課題の抽出に活用されている13。建設業界（ゼネコン）におい

ては、長期にわたる大型インフラ案件で蓄積された膨大な会議議事録や設計変更の協議記録をAI
が解析し、過去プロジェクトの技術的課題や工法変更の判断理由を抽出することで、次期プロジェク

トの施工計画に還元するナレッジマネジメントシステムとして稼働している14。 



また、日本の大学や研究機関向けには、論文草稿や実験報告書から特許性の高い記述を自動抽

出し、TLO（技術移転機関）の人員不足を補いながら研究成果の社会実装と収益化を支援する専用
システムも提供されている9。商社においては、海外の膨大な技術レポートを横断解析して新たな共

同研究テーマや発明テーマを発掘するなど、業界を問わず非構造化データの知産化が進んでいる3

。 

第4章：グローバルAIナレッジマネジメント市場のマクロ動向と
競争環境 
リーガルテック社が推進する「判断の資産化」というコンセプトは、単なる国内市場向けのソリュー

ションではなく、グローバルに急拡大するナレッジマネジメントおよび知財AI市場のメガトレンドと完全
に一致している。 

急成長するナレッジマネジメントソフトウェア市場 
グローバルにおけるナレッジマネジメント（KM）ソフトウェア市場は、企業のデジタルトランスフォー
メーション（DX）の加速、リモートワークやハイブリッドワークモデルの定着、そして組織的知識の保
存・共有に対する切迫したニーズを背景に、爆発的な成長期を迎えている。市場調査データによる

と、同市場は2025年の229億ドルから、2030年には433億ドルへと成長し、2035年には約819億ドル
に達すると予測されている15。この10年間での絶対増加額は590億ドル、全体の成長率は257.9%、
年平均成長率（CAGR）は13.6%という驚異的なペースでの市場拡大が見込まれている15。 

特に、COVID-19パンデミック以降、分散型チーム間でいかに暗黙知を形式知化し、デジタルプラット
フォーム上に構造化して残すかが、企業の事業継続性とイノベーション創出力、ひいては競争優位

を左右する決定的な要因として認識されるようになった15。インド、中国、ドイツなどの主要国でも高

いCAGRが予測されており、ナレッジのデジタル化はグローバル共通の経営アジェンダとなってい
る。 

 



 
 
知財管理ソフトウェア市場におけるAIの浸透とROI 
ナレッジマネジメントの広範な枠組みの中で、より専門的なIP（知的財産）管理ソフトウェア市場に限
定しても、その成長は顕著である。同市場は2025年時点で136億1000万ドル規模に達しており、
2030年には248億2000万ドルへ、年平均12.91%で成長すると見込まれている16。アジア地域がPCT
（特許協力条約）国際出願の54%以上を占めるなど、グローバルで特許出願件数が急増する中、知
財専門家はイノベーションの速度に追随できるスケーラブルなツールを渇望している16。 

この市場の成長を力強く牽引しているのが、AI機能の実用化と深い統合である。現代の最先端の知
財AIは、汎用的な大規模言語モデル（LLM）の利用から一歩踏み出し、専門的な特許データ（例えば
DWPI：Derwent World Patents Indexなど）を用いて特化型で学習された、ドメイン固有の機械学習
モデルへと進化している16。これらの専用システムは、一般的なAIツールと比較して新規性検索にお
けるヒット率が76%に達するなど圧倒的に高い精度を誇り、特許弁理士や知財担当者の先行技術調
査にかかる時間を最大75%削減するという具体的なROI（投資対効果）を実証している16。 



グローバル市場においては、Derwent Innovation、Questel Orbit、Anaqua AQX、IPfolioといった大
手プラットフォームが、それぞれ高精度の先行技術調査やワークフローの自動化、エンタープライズ

規模のポートフォリオ管理といった領域でAI機能を競い合っている16。リーガルテック社のTokkyo.Ai
は、これらの強力なグローバルプレイヤーが存在する市場において、「育成支援」や「判断プロセス

の暗黙知の構造化」という、より組織の人材マネジメントと直結した独自のポジショニングを確立する

ことで、差別化を図っていると評価できる。 

第5章：「知的財産推進計画2025」と日本の国家戦略との軌道
一致 
リーガルテック社の取り組みの重要性をさらに際立たせるのが、日本政府が推し進めるマクロな国

家知財戦略との驚くべき共鳴である。内閣府の知的財産戦略本部が策定した「知的財産推進計画

2025」は、人口減少社会に突入した日本がグローバル市場で再び覇権を握るためのロードマップを
描いている5。 

IPトランスフォーメーションと無形資産の最大化 
同計画は、日本経済を従来の「コストカット型経済」から、知的財産や無形資産を最大限活用する

「高付加価値型経済」へと転換させる「IPトランスフォーメーション（IPX）」を基本方針の核として据えて
いる5。具体的な数値目標（KPI）として、2035年までにWIPO（世界知的所有権機関）の「グローバル
イノベーション指数」で上位4位以内を目指すとともに、日本市場の時価総額に占める無形資産の割
合を、2020年時点の32%から50%以上にまで高めることを目標としている5。 

この目標を達成するためには、大企業のみならず、日本経済の屋台骨である中小企業や地域企業

の「知財で稼ぐ力」を劇的に底上げする必要がある。政府は、中小企業向けの知財経営リテラシー

向上支援や、スタートアップへの知財人材派遣・育成支援を強力に推進する方針を打ち出している5

。リーガルテック社の育成支援AI機能や、専任部門を持たない企業向けの「仮想知財部」AI機能17

は、まさにこの政策目標を微視的な企業レベルで実装するための強力なインフラストラクチャとして

機能する。 

AIの利活用促進とガバナンスの両立 
また、「知的財産推進計画2025」において特筆すべきは、「AI技術の進歩の促進」と「知的財産権の
適切な保護」の両立に対する深い配慮である5。政府は日本企業のAI利活用率を概ね100%まで高
めることを目指す一方で、AI事業者ガイドラインを通じて学習データ等の透明性を確保し、クリエイ
ターの権利保護や著作権法等との関係整理を急務としている5。 

グローバルに見ても、AIの学習データと著作権侵害を巡る訴訟は欧米を中心に頻発しており、WIPO
においても強い著作権インフラの必要性が議論されている18。日本やシンガポールは、機械学習を

目的とした著作物の利用に対して比較的柔軟な著作権の例外規定（商業利用を含む）を設けてお

り、これがAI開発を促進する基盤となっているとの見方もあるが19、同時に透明性やガバナンスへの

要求も高まっている。 



さらに、発明の創作過程にAIが深く関与するようになった現状を踏まえ、AI開発者の貢献を特許制
度の下でどのように評価し、発明者として認めるべきかという「AI利用発明の明確化」に向けた議論
も進められている5。このような法制度の整備と並行して、企業側はAIの出力に対する説明責任を果
たすことが求められる。リーガルテック社のプラットフォームが採用する「思考プロセスの説明可能化

（Explainability）」と、根拠データへのトレーサビリティを確保するアプローチは、この複雑化するAIガ
バナンスの要請に対して、企業がコンプライアンスを維持しながらAIを安全に利活用するための技術
的担保を提供していると言える。 

第6章：企業戦略へのインプリケーションと次世代「IPストラテジ
スト」の台頭 
リーガルテック社が提供する一連のAIプラットフォーム群の導入は、単なる業務効率化ツールとして
の意味合いを超え、企業の知財部門の役割と組織形態そのものを根本から再定義（Role 
Redefinition）する強力な契機となる7。 

「守りの知財」から「攻めの経営資産（マネタイズ）」への転換 
これまで多くの日本企業において、知財部門の主たるKPIは「特許出願件数のノルマ達成」「権利維
持・年金管理コストの抑制」、あるいは「他社特許への抵触リスクの回避（クリアランス調査）」といっ

た防御的、あるいはコストセンター的な側面に偏重しがちであった。しかし、IPGeniusやTokkyo.Aiに
よって先行技術調査、明細書ドラフト作成、出願手続きといった定型的な「作業（タスク）」が圧倒的に

自動化・効率化され、さらにはベテランの「判断基準」すらもAIによって標準化・アシストされる時代に
おいて、知財部員に求められる付加価値の源泉は劇的に変化する。 

リーガルテック社が自らを「知財AI専門企業」へと再定義し、知財業務を「価値創造装置」へと再構築
すると宣言したように7、企業の知財部門も「手続と権利管理のスペシャリスト」から、事業戦略と知財

戦略を密接に連動させ、企業の持続的成長を牽引する「IPストラテジスト」へと自らを進化させなけれ
ばならない。IPストラテジストの主戦場は、AIが抽出・分析した自社および競合の特許ポートフォリオ
情報を基にしたM&A戦略の立案、保有特許の積極的なライセンスアウトによる収益化（マネタイ
ズ）、投資家向けのIP投資価値資料（知財DDレポート）の作成、あるいは自社技術の異業種への展
開可能性（用途探索）を提示するといった、経営陣と一体となった直接的な価値創造（Value 
Creation）の領域へと移行する7。 

組織設計の柔軟化と外部専門家（弁理士）との協働モデルの高度化 
AIによる判断プロセスの構造化は、組織内部の人材育成にとどまらず、人事戦略や社内外のステー
クホルダーとの協働のあり方も高度化させる。 

人事部門やCIPO（Chief Intellectual Property Officer）にとっては、知財人材のスキルレベルや育
成状況を「業務経験年数」という曖昧で属人的な指標から、AIプラットフォーム上でどの程度の精度
で一次判断を下せるかという客観的なデータ指標へとシフトさせることが可能になる3。ローテーショ

ンで配属された若手社員や、専門知識の乏しい他部門との兼務者であっても、AIのナビゲーションに
よって早期に一定水準の正しい判断力を身につけることが可能となるため、知財部門はより柔軟で



機動的な人材配置戦略を実現できる1。 

さらに、特許事務所や外部弁理士とのコミュニケーション・協働モデルにおいてもパラダイムシフトが

起きる3。従来は、企業側から技術的背景が十分に整理されていない断片的な発明提案書が特許事

務所に持ち込まれ、弁理士が長時間のヒアリングを通じて特許性を抽出・構成するというプロセスが

一般的であった。しかし、企業側がTokkyo.Aiを用いて「自社の技術評価プロセス、代替案との比較
検討結果、そしてなぜこの技術が既存技術に対して優位性を持つと判断したか」という論理的根拠を

構造化されたデータとして弁理士に事前共有できれば、弁理士は単なる「明細書の代書屋」としての

役割から解放される。弁理士は、企業から提供された高度な分析データをベースに、より上流工程

である「事業戦略に合致した広くて強い権利範囲（クレーム）の構築」や「各国の法制度を踏まえたグ

ローバル出願・権利化戦略」といった、真に高付加価値なコンサルティング業務にリソースを集中さ

せることができる。結果として、出願の質向上と権利取得確率の大幅な引き上げが実現する。 

導入に向けたチェンジマネジメントの重要性 
しかしながら、こうしたAIプラットフォームの恩恵を企業が最大限に享受するためには、組織内部の
意識改革を伴う強力なチェンジマネジメント（組織変革管理）が不可欠である。長年にわたり培ってき

た自らの「暗黙知」がシステムによって抽出され、可視化され、誰でも再現可能になることに対し、一

部のベテラン担当者が「自身の専門性の陳腐化」や「組織内における存在価値の低下」として強い心

理的抵抗を抱くリスクは容易に想像できる。 

経営陣は、このAI導入の真の目的が「ベテラン人材の代替（リプレイス）」ではなく、「ベテラン人材を
時間のかかるルーチンワークや定型的な一次判断から解放し、より高度な知財戦略の立案、IPラン
ドスケープを用いた経営陣への提言、新規事業創出のための技術者との壁打ち相手といった、より

人間的で創造的な業務に注力させるための『判断の資産化』」であることを明確に発信しなければな

らない。それに伴い、知財部門の評価指標も、単純な処理件数から「事業への貢献度」や「戦略提案

の質」へとアップデートしていく必要がある。 

結論：知的資本競争を勝ち抜くための「判断の資産化」 
リーガルテック社が発表した「Tokkyo.Ai」の育成支援AIエージェント機能、およびそれを内包する「無
形資産プラットフォーム構想」は、属人化という長年の知財業界の構造的課題に対し、単なる業務の

自動化（Automation）を超えた「知能の拡張と組織的継承（Augmentation & Inheritance）」という新
たな解を提示した革新的なソリューションである。 

特許文献の検索、先行技術との差異評価、そして出願判断という一連の複雑な思考プロセスをデー

タとして構造化し、「なぜその判断に至ったか」を説明可能にするこの技術は、知財業務をベテランの

経験に依存したブラックボックスから、組織全体で共有・学習・改善が可能なアジャイルなプロセスへ

と昇華させる。これは、日本政府が「知的財産推進計画2025」において強力に推し進める、無形資
産を核とした高付加価値型経済への転換（IPトランスフォーメーション）を、ミクロの企業レベルで確実
に実装するための極めて強力な推進エンジンとなる。 

激化するグローバル市場において、AIを活用した高度なナレッジマネジメントインフラの導入は、もは
や一部の先進テクノロジー企業の特権ではなく、競争から脱落しないために企業が備えるべき必須



の要件（Hygiene factor）となりつつある。価値の源泉である暗黙知を個人の頭脳の中にのみ留め
置く企業と、それをシステム上に「構造化された知的資産」として絶えず蓄積・再利用し、次世代人材

の育成サイクルを加速させる企業との間には、今後数年間で埋めがたいイノベーション創出力の

ギャップが生じることは明白である。 

日本企業が再びグローバルなイノベーションの牽引役としての地位を確立し、長期的な企業価値を

向上させるためには、技術情報の「発見・発明化・共有・判断」という知財の全ライフサイクルにおい

て、AIの計算能力と人間の創造的戦略眼が高度に融合・協働する、次世代の知的資本マネジメント
体制の構築が急務である。リーガルテック社の統合プラットフォーム戦略は、その不可逆的な変革に

向けた確かな道標となるものである。 
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